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要約
　
　中学校では、持続可能な運動部活動の在り方について検討し、速やかに改革に取り組むことが求められており、

部活動顧問教師に多大な負担が課せられている状況は改善されなければならない。他方で、部活動に伴う問題は

年々複雑・多様化しており、その解決は容易でない。琉球大学教育学部附属中学校では、スクールロイヤーとなっ

た弁護士が男子硬式テニス部のコーチに就任し、顧問教師とともに、部活動に伴う問題を協働で解決することを

試みた。部活動のマネジメントに関する問題については、教育のプロである部活動顧問教師と法律のプロである

スクールロイヤーの協働によりその解決が容易になった面もある。ただし、部活動に関わる学校職員の負担の重

さなど、現場の努力のみでの解決には限界がある問題も残っている。この試みも、中学校の中の一つの部活動で

偶然に実施できたものにすぎないが、持続可能な部活動の在り方を考えるための一資料になればと考え、ここに

紹介する。

１．はじめに
　平成 29 年３月に改訂され、令和３年度より全面実施される中学校学習指導要領では、部活

動について、「生徒の自主的、自発的な参加により行われる部活動については、スポーツや文

化、科学等に親しませ、学習意欲の向上や責任感、連帯感の涵養等、学校教育が目指す資質・

能力の育成に資するものであり、学校教育の一環として、教育課程との関連が図られるよう

留意すること。その際、学校や地域の実態に応じ、地域の人々の協力、社会教育施設や社会

教育関係団体等の各種団体との連携などの運営上の工夫を行い、持続可能な運営体制が整え

られるようにするものとする。」ことが規定されている 1。また、スポーツ庁が平成 30 年３月

に制定した「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」 （以下、「スポーツ庁ガイ

ドライン」2 という。）では、「義務教育である中学校段階の運動部活動を主な対象とし、生徒

にとって望ましいスポーツ環境を構築するという観点に立ち、運動部活動が以下の点を重視

して、地域、学校、競技種目等に応じた多様な形で最適に実施されることを目指す。」とした

うえで、重視する点の一つとして、「市区町村教育委員会や学校法人等の学校の設置者及び学

校は、本ガイドラインに則り、持続可能な運動部活動の在り方について検討し、速やかに改

革に取り組む。」ことが挙げられている。

　「持続可能な運動部活動」であるためには、部活動顧問教師に過大な負担が課せられている

状況は改善されなければならない。スポーツ庁が「文部科学省初等中等教育局「教員勤務実

1　中学校学習指導要領第１章第５「学校運営上の留意事項」１ウ。
2　https://www.mext.go.jp/sports/b_menu/shingi/013_index/toushin/__icsFiles/afieldfile/2018/03/19/1402624_1.pdf

（令和３年３月 19 日最終閲覧）。



－ 68 －

琉球大学教職センター紀要（第 3 号）

態調査（平成 28 年度）の集計（速報値）」を基に作成した資料 3 においても、「中学校教員の

１週間における学内勤務時間は、部活動の活動日数が多いほど長い。」こと、「中学校教師が

土日に部活動・クラブ活動に関わる時間は、10 年前に比べて約２倍。」であることが指摘さ

れている。科学的な調査結果を踏まえて、部活動をやりたくない教員が多数いることを指摘

する調査報告 4 も刊行されている。

　そのような状況を踏まえて、文科省が令和元年６月 28 日に発出した「学校における働き方

改革の推進に向けた夏季等の長期休業期間における学校の業務の適正化等について（通知）」

においては、部活動について、「生徒の自主的・自発的な参加により行われる教育課程外の活

動」であり、「必ずしも教師が担う必要のない業務」であるから、「部活動指導員や外部人材

の積極的な参画」を勧めている 5。スポーツ庁ガイドラインでも、「校長は、毎月の活動計画及

び活動実績の確認等により、各運動部の活動内容を把握し、生徒が安全にスポーツ活動を行い、

教師の負担が過度とならないよう、適宜、指導・是正を行う。」ことが規定されている 6。

　他方で、中学校段階の部活動を念頭において作成されたスポーツ庁ガイドラインが、その

前文で述べているとおり、「今日においては、社会・経済の変化等により、教育等に関わる課

題が複雑化・多様化し、学校や教師だけでは解決することができない課題が増えている」の

である。

　琉球大学教育学部附属中学校では、前原が、赴任して以来男子硬式テニス部の顧問を務め

てきたが、令和２年度より、琉球大学教育学部附属学校のスクールロイヤーとなった武田が、

男子硬式テニス部のコーチに就任し、前原をサポートする形で、部活動に伴う問題を協働で

解決することを試みた。

　前原は数学担当教員で硬式テニスの競技経験はないが、中学校教師として約 20 年間の教歴

があり、前任校を含めた数校で男子硬式テニス部の顧問を務めた経験がある。武田は中学校

生徒の教育に関わった経験はなく、部活動として硬式テニスを経験した者でもないが、30 年

以上の競技歴があり、部員の保護者として全国大会に出場した中学校硬式テニス部の活動に

関わった経験がある。たまたま男子硬式テニス部コーチが空席となったところに、スクール

ロイヤーとして必要な学校現場での経験を深めたい武田がコーチ就任を希望し、学校もこれ

を受け容れたことから、この試みがスタートすることとなった。

２．部活動のマネジメントに関する問題解決との関係
　中学校学習指導要領にも規定されているとおり、部活動は「生徒の自主的、自発的な参加

により行われる」活動である。子どもの今と未来のために、運動部活動の場で「子どもが主

人公の自治」を追求していく必要があることは、スポーツ教育学を含む様々な科学の観点か

らも主張されているところである 7。

　しかしながら、「子どもが主人公の自治」を実現するためには、全ての決定を生徒たちに任

せて指導者が放置してよいわけではない。教育福祉学の観点からは「学校で生じる種々の『対

3　スポーツ庁「運動部活動の現状について」（平成 29 年５月）「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドラ

イン作成検討会議　第 1回　資料２」

https://www.mext.go.jp/sports/b_menu/shingi/013_index/shiryo/__icsFiles/afieldfile/2017/08/17/1386194_02.pdf

（令和３年３月 19 日最終閲覧）。
4　内田良ほか著「調査報告　学校の部活動と働き方改革　教師の意識と実態から考える」（2018 年 11 月）。
5　田中洋「「学校における働き方改革」の現状と課題」琉球大学教職センター紀要 No.2(2020 年３月 )、100 頁。
6　スポーツ庁ガイドライン１（２）（エ）。
7　神谷拓監修・編著「部活動学　子どもが主体のよりよいクラブをつくる 24 の視点」（令和２年６月）、315 ～

317 頁等。
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立・揉め事』を解決していく過程こそ、子どもの自治を育んでいくチャンス」と考えられる

こと 8 や、子どもの権利（意見表明権）の観点から「試行錯誤や失敗を含む形で運動部活動が

運営されること」が適切であると考えられること 9 に照らしても、「対立・揉め事」や「試行

錯誤や失敗」が後に深刻な弊害をもたらすことのないよう、指導者が適宜適切な指導・助言

を行っていくことが必要である。他方で、指導者が先回りして過度に指示・監視するような

状況下では子どもの自治は育たない。

　前原と武田は、部活動に関する全ての情報を小まめに共有することにより、指導者として

適切な対応ができる状況を作るように心掛けた。武田が中学校で毎週開催される生徒支援委

員会にスクールロイヤーとして出席していたことも情報共有に役立った。小まめな情報共有

は、指導者側の負担を増大させる面もあるように思われるが、上述したような「対立・揉め

事」や「試行錯誤や失敗」が深刻化する前に適切な指導・助言を行う上では必要なものであっ

たことを実感している。

　部活動のマネジメントに関する決定は多岐にわたるが、その中で部員生徒の利害が最も強

く関わってくるものの一つが部の参加する大会に出場する選手の選定であろう。この選定の

ための選考は、著しく不合理でない限り違法ではないが、選考である以上は基準を設けた上で、

公平性や明確性を確保し、部員に選考理由を説明する透明性もあることが望ましい 10。もっと

も、この基準の設定は必ずしも容易ではない。部活動の本質が生徒の自主性と自発性にある

ならば、大会での勝利を目的に技術力を最優先してレギュラーを選考する方法は不合理かも

しれない。一方で、技術力は最も客観的で公平かつ明確な選考基準でもある。試合で勝利す

ることで喜ぶ生徒が多いことを考えると、技術力を優先してレギュラーを選定することが妥

当ともいえる 11。

　琉球大学教育学部附属中学硬式テニス部の場合、伝統的に生徒の自主性と自発性を尊重し、

部活動への出欠は自由とされ、出欠を部活動顧問に事前に届け出るよう指示するにとどめて

きた。この活動状況からすれば、練習に参加した回数でレギュラーを決めるということは必

ずしも妥当でない。

　そこで、まずは、個人戦の出場選手の選考について、部員の意見を踏まえた上で、技術力

を基準として選考することとなった。もっとも、コロナ禍で部員の出場できる大会が中体連

主催のものも含めて次々と中止となっていた状況下では、過去に出場した大会の成績で選考

することは不可能であった。そのため、部員の総当たりでのシングルス戦を行うこととなっ

たが、その実施も必ずしも容易ではなかった。使用できるテニスコートの面数が原則として

活動日につき 1 面（男女テニス部それぞれが１面ずつを使用する。）に限られているうえに、

部員の参加を自由としていたことから、１セットマッチでの総当たりシングルス戦の実施は

かなり困難だったからである。かくなる次第で、３ゲーム先取ノーアドバンテージルール 12 で

実施することとした。沖縄県内でテニスのトーナメントを開催してきたテニススクール経営

者より、ノーアドバンテージルールであれば 1 ゲーム約３分で終わることがほとんどである

と聞いていたこと 13 を踏まえ、ほぼ 15 分以内で１試合を消化できたことから、部活動の時間

内に殆ど全ての試合を消化でき、指導者側による主観的な技術力の評価とも概ね一致した結

8　同上、168 頁。
9　同上、191 頁。
10　神内聡「学校弁護士　スクールロイヤーが見た教育現場」（令和２年６月）、198 頁。
11　同上、198 ～ 199 頁。
12　ポイントが 40-40 となった場合はデュースとせず、先にポイントを獲得した方がゲームを取る方式である。
13　令和元年度九州弁護士会連合会テニス大会でその運営を担当した宮城光男テニスカレッジミュー校長の発言。
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果が得られた。

　次に、団体戦の出場選手の選考については、コロナ禍もあって出場機会がより少なくなっ

た上級生を優先するのか、それとも、大会での勝利を目指して技術力を優先したチームを編

成するのかについて、部員たちの意見を聴取したうえで、部員たち自身の意見を尊重して後

者のチーム編成とし、上級生からも下級生からも選抜することを決めた。もちろん、個人戦

に出られなかった部員たちにも、団体戦の登録メンバーとするだけでなく、その希望を踏まえ、

状況が許せば試合に出場できるような選考を行った 14。

　以上のような選考が行われたことにより、大会出場メンバーの選考にあたっては、生徒の

自主性・自発性を尊重するという前提に立ちながら、公平性や明確性を確保し、部員に選考

理由を説明する透明性もある選考が実施できたものと考えている 15。中学校学習指導要領が部

活動について「連帯感の涵養」に資する点を挙げていること 16 に照らせば、学年をまたいだチー

ムが編成されたことにより、その点での効果も得られたと感じている。

　このように、部の参加する大会に出場する選手の選定等の部活動のマネジメントに関する

問題については、教育の専門家である部活動顧問教師と法律の専門家であるスクールロイヤー

の協働によりその解決が容易になった面もある。

　もっとも、部活動顧問教師の負担軽減という観点からすれば、現場の努力のみでの解決に

は限界があるという問題も残っている。部活動顧問教師は、勤務時間外に開催される大会に

出場する選手らの引率も含めて、実態として時間外勤務を余儀なくされていながら、それは

法的な勤務時間には含まれていない 17。時間外勤務の認定については「教員の勤務実態とはか

け離れていることは明らか」な最高裁の判決があることも指摘されている 18。

　ところが、沖縄県中体連の主催する大会の場合、県大会の引率者に関しては、「選手の引率、

監督は当該校の教職員とする。教職員以外のコーチについては学校長の認めた者で、地区 ･

県に登録された者とする。」とされている 19。教職員以外のコーチについて、なぜここで規定さ

れているのかが判り難いが、規定の文言を読む限りでは、選手の引率は当該校の教職員しか

出来ないと解するのが自然であり、武田のようなコーチはおろか、部活動指導員が選手の引

率をすることは許されないと解さざるを得ない。地区大会の引率者に関しては、「選手の引率

は当該校の校長・教員・部活動指導員とする。」旨定められており 20、この定めだけをみれば、

部活動指導員が大会への引率を担当することにより部活動顧問教師の負担を軽減できるよう

にもみえる。ところが他方で、「監督は当該校の校長・教職員（常勤）１名」と規定されてお

り 21、監督会で団体戦の抽選や試合での注意事項の伝達等が行われることに照らせば、事実上、

地区大会についても教職員である部活動顧問教師が引率せざるを得ないこととなろう。

　スポーツ庁ガイドラインが、「学校の設置者は、各学校の生徒や教師の数、部活動指導員

14　技術力を基準とした選考を行うと同時に、各部員に、著名なテニススクールの作成したレイティング表を渡

して、全ての部員が自分自身の技術力の進歩を実感できるように心がけた。
15　このような選考を行い、理由を部員に伝えていても、内容が部員やその保護者に正確に伝わらず、残念な形

でクレームを受ける場合もある。ただ、このような選考が客観的に不当とされることはないであろう。
16　前掲 1。
17　中沢篤史「部活動顧問教師の労働問題――勤務時間・手当支給・災害補償の検討」日本労働研究雑誌688号（2017

年 11 月）、89 頁。
18　前掲 5、104 頁（公立小学校・中学校の教員が、業務命令に基づく時間外勤務の認定を求めて争った京都市

教組事件（最判平成 23 年７月 12 日民集 237 号 179 頁）に関する指摘）。
19　第２０回 沖縄県中学校テニス新人大会要項。
20　Ｒ２年度　第２７回中頭地区中体連新人テニス大会要項。
21　同上。
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の配置状況や校務分担の実態等を踏まえ、部活動指導員を積極的に任用し、学校に配置す

る。」旨規定 22 し、部活動指導員につき、「学校教育法施行規則第 78 条の２に基づき、『中学

校におけるスポーツ、文化、科学等に関する教育活動（学校の教育課程として行われるも

のを除く。）に係る技術的な指導に従事する』学校の職員。学校の教育計画に基づき、校長の

監督を受け、部活動の実技指導、大会・練習試合等の引率等を行う。校長は、部活動指導員

に部活動の顧問を命じることができる。」旨解説していること 23 からすれば、少なくとも部活

動指導員のみによる大会の引率が許されるような運用が徹底されるべきであり、部活動顧問

教師に大会の引率を規定上あるいは事実上義務づけている沖縄県中体連の規定は見直しが検

討されるべきであろう 24。

３．部活動に関わる学校職員の責任の重さとの関係
　部活動に関わる学校職員が部活動による事故が生じた場合に負う責任の重さとの関係から

は、部活動顧問教師の負担の軽減は、部活動指導員等の外部専門家の支援により容易に解決

できるものではないことを痛感させられた。

　最高裁は、部活動が「学校の教育活動の一環として行われるものである以上、その実施に

ついて、顧問の教師を始め学校側に、生徒を指導監督し事故の発生を未然に防止すべき一般

的な注意義務のあることを否定することはできない。」との判断を示しており 25、部活動中の

事故と通常の学校事故の法的義務をまったく区別していない。しかし、本来部活動は生徒の

自主性と自発性に本質があり、教育課程外の活動であるのだから、教師が生徒を「指導監督」

することを理由に法的義務を負わせるのは無理がある 26 はずである。

　もっとも、最高裁は、勤務時間外に生じた事故について、顧問教師に立ち会う義務を課し

て教師に法的責任を負わせるのは無理があると判断している 27。ところが、およそすべての教

育委員会は、顧問が部活動に立ち会うことを求めている 28。また、前述のように、沖縄県中体

連は、大会の参加に関して、教職員の引率がなければ参加できないルールを課している。こ

の点に関していえば、最高裁の判断以上に教育委員会や沖縄県中体連が教師の法的責任を押

し上げているともいえるのである 29。

　そうなると、重い責任を負う顧問教師としては、早め早めに事故防止のために必要な措置

をとるべきことになろうが、実際の部活動の現場で、早め早めの措置をとることは決して容

易ではない。前原はこれまでの部活動顧問教師としての活動を通じてその難しさを体験して

きたし、武田もごく短い期間のうちにその難しさを実感した。

　たとえば、熱中症の予防に関する知識を勉強したうえで、それを頭に入れていたとしても、

その徴候・症状の出方は生徒個人ごとに環境に応じて様々であり、試合の展開や、生徒自身

の報告や意志といった全ての事情を総合的に判断して、現場で的確に生徒に試合を中止（棄権）

させる判断のできる人間がどれくらいいるだろうか。通常であれば、熱中症となるような兆

候が生じると、同時に試合でのプレーが悪くなることが多いであろうし、そのような事例で

22　前掲 3、１（２）イ。
23　前掲 3、3頁脚注１。
24　前掲 10、191 頁では、「部活動指導員の制度とまったく整合していない連盟や協会の前近代的なルールにき

ちんとメスを入れなければ、結局顧問の教師が引率せざるを得ず負担はまったく減らない。」という指摘がある。
25　最判昭和 58 年２月 18 日民集 37 巻１号 101 頁。
26　前掲 10、196 頁。
27　前掲 23 に関する前掲 10 の解説（同 197 頁）。
28　同上。
29　前掲 10、197 頁。
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あれば棄権させるのも難しくないかもしれない。しかし、そのような展開になるとは限らな

いのである。現場で的確な判断ができないのなら、何でも早め早めということになり 30、一つ

でもマイナスの要素があると危惧されれば、ただちに棄権させるべきということになるので

あろうが、果たしてそれでよいのであろうか。何よりも生徒の身体の安全が最も重要である

ことは当然の前提であるが、学校での生徒の活動自体がそもそも危険をはらんでいること 31 か

らすれば、徒らに早め早めに試合を含めた部活動を中止してしまうことは、教育活動自体を

全て否定してしまうことにならないだろうか。

　そして、ひとたび不幸にして部活動に関わる学校事故が生じれば、部活動の指導に関わっ

た者は、仮に個人として損害賠償責任を負わないとしても 32、事実調査ひいては裁判への出頭

等も含めて、多大な物理的・心理的な負担を負うことになるのである。

　部活動に関わることでそのように重い責任・負担を負うリスクがあることを前提とすれば、

そのようなリスクのある活動に関わる部活動指導員には、それに見合った手当が支給されて

しかるべきであるが 33、そのような手当が施されるべきであるとする検討はほとんどなされて

いないのではなかろうか。部活動顧問教師についてすら、部活動指導業務に関する手当として、

土日等の４時間程度の業務で日額 3000 円（平成 30 年１月から 3600 円に増額されているが

それでも時給にして 900 円程度である。）の支給が認められているに過ぎない 34。これがその

責任負担の重さに見合っていると心から納得できるのであろうか。部活動に関するものも含

めて不十分な手当支給を不服とする裁判は繰り返し起きてきたが、その訴えは、時間外勤務

手当を支給しないことを規定した給特法が制定されて以降、原則として認められていないの

である 35。

　以上に述べたような問題点を解決するためには、裁判所が、「部活動は教育課程外の活動で

あり、生徒の自主性と自発性に本質があるのだから、部活動中の事故については一般的な学

校事故よりも顧問教師の法的義務が軽減される」とする判例法理を示すこと（あるいは、そ

のような法理を内容とする立法措置がなされること）が必要であるとともに、部活動顧問の

立会義務を肯定するかのような教育委員会の指示や連盟・協会のルールを早急に改めるべき

であろう 36。

　もちろん、不幸にして学校事故で大きな損害を負った生徒や関係者の救済がないがしろに

されてはならない。現状の、部活動に関わった学校関係者の過失を要件とする損害賠償によ

る救済に代えて、そのような過失を要件としない損失補償制度が完全に整備されるべきであ

30　弁護士らの著作に係る白井久明ほか著「Ｑ＆Ａ　学校部活動・体育活動の法律相談」、73 頁では、「熱中症の

対処法」として「早期発見が重要である」と指摘している。たしかにその通りであるが、実際の部活動の現場で「早

期発見」が決して容易ではないことは、弁護士である武田が部活動のコーチとして実際に体験したところである。
31　前掲 10、205 頁では「日本の学校は実はとても危険な場所だ」と指摘されており、同 207 頁でも、「不用意

に怖がらせるつもりはないが、子どもたちにとって、家を出て帰宅するまで、ある意味では「死」と隣り合わせ

なのだ。」と指摘されている。
32　公立学校の教職員であれば、教育活動である部活動においてその過失による責任が追及されることがあった

としても、個人として責任を問われることはない。また、裁判の結果過失がないと判断される場合もある。しか

し、いずれにしても、ひとたび学校事故が生じれば、多大な負担を負うことは避けられない。
33　前掲 10、190 頁では、「教師よりも部活動に関して専門知識も経験もある部活動指導員の指導の下で事故が

発生した場合、教師よりもさらに重い法的責任が認められる可能性がある。このように過酷な法的責任を負うリ

スクもある仕事のなり手を探すのは容易ではないだろう。」との鋭い指摘がなされている。
34　文部科学省「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校における働き方

改革に関する総合的な方策について」関係資料８－５、17 頁。
35　前掲 15、90 頁。
36　前掲 10、197 ～ 198 頁。
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ろう 37。自ら好んで大きな損害を負うような者は通常はいないであろうし、仮に不正な補償請

求がなされたとすれば、その疑いが生じた段階でチェックすれば十分なのではなかろうか。

４．おわりに
　ここで紹介した試みは、一中学校の中の一つの部活動で偶然に実施できたものにすぎない。

しかしながら、そのような偶然の試みを通じて、法律の専門家である武田にとっては、ス

クールロイヤーの執務に必要となる教育現場の難しさの理解を深める上で大きな糧となった

し、教育の専門家である前原にとっても、教育上の判断に法的な裏付けを得るとともに、そ

の判断の難しさをあらためて認識しながら子どもたちと向き合うための助けが得られること

となった。このような試みが全ての中学校で持続可能であるとは考えていないが、持続可能

な部活動の在り方を考えるための一資料になればと考え、ここに紹介する次第である。

付記：本研究の一部はJSPS科研費 JP20K02830の助成を受けたものである。本研究発表にあたっ

ては上記科研費のメンバーの 1 人である琉球大学教職大学院の吉田安規良教授から貴重な助言

を賜った。ここに感謝する次第である。

37　現状でも、独立行政法人日本スポーツ振興センターの災害共済給付制度により、学校側の過失を要件とせず

に、学校の管理下で生じた事故の被害者は、事故による傷害等の治療費や、障害を伴う場合や死亡の場合の見舞

金の支給を受けることができる。もっともこれも完全な損失補償を実現するものではない。


